
 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.第 3 回合同委員会議事録（和文） 















 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.PO 改訂に関する合意書（和文、中文）（2003 年 4 月 30 日） 























 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.退耕環林条例（中華人民共和国国務院令第 367 号）（和文） 



























 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.C/P への聞き取り結果 



 

C/P への聞き取り結果 
 

妥当性 
（プロジェクトに対する住民のニーズとの整合性） 
- 当プロジェクトは住民に高く評価されている。住民のニーズが高いことについて、理由は次の 3

つある。 
1. 造林に対する投入が高いため、地域住民のやる気が出る。 
2. 報酬のタイミングがよい。（政府の場合は、中央、省、農民へと渡るがその途中、マージン

をとられるし、タイミングがとても遅れる。） 
3. 広報活動によって、住民の生態環境保護への認識が高まった。 

- 住民への効果としては、自ら苗木を作ることにより苗畑代の負担の軽減に繋がること。 
- 退耕還林は 2000 年から始まったが農民にとって、退耕還林を行うことの便益は１ムー当たり、

300 グラム（米、小麦、とうもろこし）と、教育、医療費 20 元）を得られることである。これ

は住民にとっては大きな額である。特に、この地域では耕地の生産力が低いので、退耕還林を行

うことにより、効率的な対価が得られるようになる。 
- 試験苗畑が喜徳県では実施されていないことについて、苗畑に関する知識が訓練時にしかできな

かったため、苗畑建設を希望する意見が見られた。（喜徳県、西昌市） 
- 日本の育苗・造林技術については、中国にも既に技術があるが、日本の技術は育苗・造林共に厳

格な管理と科学的立証を伴う技術開発が実施されており、この面でとても優れている。 
 
（開発する樹種に対する住民のニーズとの整合性） 
- ３市県において、樹種に対する要望は違うものの、プロジェクトは住民のニーズに合致している。

西昌市（電気、ガス有り、経済レベル高い）生態林保護と経済林へのニーズが高い。喜徳県、放

牧林へのニーズが高い。昭覚県（燃料木に対するニーズが高い） 
- 今後、造林用樹種について地域住民のニーズを把握すべきであるという意見があった。住民から

は生態林業だけでなく、経済林業へのニーズは依然として高い。 
- 地元では生態型樹種の栽培に対する理解が低い。生態環境を考慮した経済樹種の栽培技術の普及

に力を入れるべきである。 
- 経済林の栽培を適切に検討することを期待している。 
 
 
有効性 
（プロジェクト目標の達成度） 
- 開発された樹種は、退耕還林、天然林保護に役立つ。両地域に指定されていない地域での造林に

もむろん役立つ。それらの地域も将来的に地域指定を受ける可能性がある。 
- 造林技術の習得は、「天然林保護プロジェクト」（保護と植林）と「退環耕林プロジェクト」

（植林）へ大きく貢献する。 
- 国が生態環境を重視し、資金援助を行ったこと（天然林保護、退耕還林）により上位目標の達成

が見込まれている。 
- 退耕還林事業と、天然林保護事業の継続的展開を受けて、面積の拡大と保存が続き、上位目標が

達成されるだろう。 
- 実施機関は十分に技術能力を身につけてきたと思う。（パソコンでの表作成等が難しいが、技術

の面では十分に技術移転が行われている。）ただし、今後もっと管理という面で勉強して行く必

要がある。苗畑の管理については、管理者に一覧表に基づいて行うよう指導している。今までの

中国のやり方には見られなかったことである。管理とは人の行うことを、活動目標に近づけてい

くことである。 
 
（成果 1,2 の達成度） 
- 適正な造林作業実施により苗木の活着率が大幅に向上した。 
- 苗畑では、荒山へ適する苗木を生産しているが、天然林保護と退耕還林の２つに貢献している。 
- 昭覚県は高原地であり、一部の樹種は活着出来なかったが、当プロジェクトを通じて上手くいく

ようになった。 
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（成果 3.4 の達成度） 
- 技術者向け訓練：毎年 1～2 回集中訓練を行うことで、技術者に日中協力プロジェクトに対する

認識を深めた。技術者の論理的知見を深めた。 
- 「住民の意識の向上」には、比較的長い期間が必要であるため、未だ結果が分からない。 
- 住民向け普及：カレンダーや出版物の配布を通じて、地域住民に生態建設・保護の重要性を認識

させた。地域住民は自主的に各種生態環境建設活動に参加するようになった。住民の間でもプロ

ジェクトや生態環境建設活動をテーマにし、各方式の交流を行うようになった。住民は森林の役

割を認識するようになった。 
- 地域住民の造林意識を高め、住民と林業関連部門の技術を高めた。 
 
 
効率性 
（C/P 研修） 
- 内容設定は良かった。特に、治山の技術は中国は有しておらず、とても参考になった。本プロジ

ェクトにおいても、延長し治山を行って欲しい。 
- 2001 年 9 月～11 月の日本研修に参加した。苗木の技術は、日本は裸苗であり、ここではポット

苗を使用しており、日本の技術を直接的には応用できない。時期的には、苗木の生長が止まる 9
月よりも 3 月に行った方が良い。日本人の仕事に対する態度が勉強になった。発表の効率が高く、

また、資料を訪問者に配布することは良いと思った。 
- C/P 研修は良かったが、日本の林業行政、政策の説明が無かったために全体像がつかめなかった。

普及についてはあまりカリキュラムに含まれていなかった。 
 
（中国側 C/P の配置） 
- 通訳が足りないので、林業分野の分かる通訳をもっと投入して欲しい。例えば、林業分野の専門

家を 1～2 名を 1 年間日本語研修に受け入れることを希望する。これによりよりよい日中双方の

交流ができるであろう。 
- 他市県の C/P との関係はよい。ただし、彼らは、天然林保護事業、退耕還林事業に忙しい。 
 
（資機材の投入） 
- 日本側の投入機材については、十分に活用している。西昌市で使用するトラックは喜徳県でも使

用されており効率的に使用されている。 
- カウンターパートの意欲についての指摘有り。中国側は財政上の事情により、カウンターパート

に対し、相応する手当てを支給しないため、意欲性の向上に支障が出てくる。また、県、市及び

末端組織の関係機関の意欲を引き出す手段が無いため（通常は何かを依頼するときに対価を払う

という）、政府間のプロジェクトなので協力するようにお願いするしかない。 
 
（日本人専門家） 
- 訓練普及の分野において短期専門家として人数や指導期間を増やして欲しいという要望あり。 
- 訓練普及分野で人が足りないので、一部を他の人が行うことを検討中である。例えば、育苗、造

林のビデオを大西リーダーが行い、事務的なことを別の C/P が行うというように役割分担を見直

す必要がある。特に、プロジェクト弁公室の主任の役割が決まっていないので一部担当してもら

うことを検討している。（プロセスの工夫） 
- 日本人専門家の数は一人でも良いが、実際に直接普及活動を行ったことのある専門家が来てくれ

ると良い。 
- 短期専門家に来てもらいたい。分野ごとの指導が可能であり、評価の指標が分かる人に来てもら

いたい。更に、現地では気づかない点を新たな視点で指導できるので。 
 
（活動の効率性） 
- 普及の活動の中でもっとも効果的なものは、育苗のモデル農家の育成と、普及用苗木の提供であ

る。関連して、普及内容を更に詳細にし現場指導を伴うものにするとより効果的である。 
 
 
自立発展性 
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（農民の造林活動の継続性） 
- 農民による自主造林の持立発展性のために、プロジェクト終了後の持続可能性について、自主的

な奨励策をとって、耕地の使用権を付与するつもりである（喜徳県）。 
- 農民は、植林活動より便益を受けたため、造林した林を破壊することはしないであろう。 
- 中国側実施機関からの予算配分面での積極的な支援が得られたとしつつも、「中国側が負担でき

る経費が限られているため、プロジェクト予算に補助的な経費を増やして欲しい」と回答してい

る。 
- プロジェクト終了後も住民は造林を行うだろう。プロジェクト開始前は、森林伐採による災害が

多かった。現在は植林活動のレベルが上がり、森林の重要性の認識が高まった。 
- 当プロジェクトは生態林保護がメインであるが、経済林も増やしていきたい。現在は農民は退耕

還林により便益を得られているが、生態林保護についても今後補助金を検討している。（国家林

業局レベル） 
- 開発政策の一環としての自立性は見込まれるか、との問いに対して、５０%以下と回答した理由

は、中国側の投入として、天然林保護と、退耕還林の割り当てが西昌市に対してどれだけ行われ

るか予測がつかないからである。 
 
（苗畑事業の継続性） 
- 涼山州林業科学研究所は、研究のほかにも、州の傘下の造林地（林場：独立採算制）をもち、

300 ムーの土地を所有しており、苗畑を作ることが可能であり、自立発展の可能性はある。 
 
（実施機関の財政能力） 
- 昭覚県は貧困県であり、プロジェクト事業費の負担が難しい。 
- 涼山州は貧困地域であり、経済力が弱いため、自力で厳しい生態環境を整備し造林活動を継続す

ることが難しい。 
 
 
インパクト 
- 現時点ではプラスのインパクトが見られた。計画当初予期しなかった結果であるが、「退耕還

林」と「天然林保護事業」の継続展開、広範な住民による林業技術（樹種の選択、造林技術、管

理方法）へのニーズの向上、実用性が高い林業知識への関心の向上から、本プロジェクトの実施

にあたり、地域住民の参加が得られた。今後は、プロジェクトが二大林業プロジェクトの成功に

貢献すると考えられ、また、2 大林業プロジェクトがプロジェクトの正当性を裏付けるという相

乗効果が見られるであろう。 
 
 
プロセスについて 
- C/P との関係について、プロジェクトの概要については日本人は R/D の段階から知っているが、

中国側は関知していないので当初、情報のギャップがあった。 
- PRA 研修の参加により、自分のものの考え方が大幅に変わった。PRA は参加者のニーズや利益

にあわせれば、うまく効果が出ることが分かった。育苗分野においては、具体的に育苗制度の構

築、勤務体制、経験者の提案に基づいた技術の開発等の為生かせる。 
- （あえて問題点をあげると）日本人と中国人の相互理解が大切である。中国側の生活習慣につい

て知って尊重してほしい。 
- C/P の待遇を高めて欲しい。仕事量が増えたが給料は増えない。ちなみに他県と比較しても涼山

州は給料が低い県である。いままでは政府間協力プロジェクトだから、待遇が低くても行ってき

ている。 
- 中国側 C/P は最初は日本人のプロジェクトと考えていたが、２年目頃から積極的に係わるように

なった。PRA 研修の効果が大きかったと考える。 
 
 
その他： 
- 生態林の造成は、（住民主体というよりも）国や国際機関が主導して行うものであり、無償資金

協力援助のプロジェクトの実施を提案する。 
- モニタリングおよび評価の時間を適切に短縮すべきである。 
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- 「安寧河州域調査計画」（開発調査）の内容が事業化できない場合、上位目標の達成に一定の影

響を及ぼす。 
- その他、安寧河流域造林計画の早期実施、日中技術協力の新たな展開を期待している。 
- 要望：四川省内でも、他ドナーが多様なプロジェクトをやっているので、見学したい。涼山州は

奥地に有り伝達が遅いので外のことを知りたい。中国側は技術は持っている。問題は意識と管理

能力である。 
- C/P は育苗、造林の技術についてすでに身に付けている。あとは、補助金制度を構築すれば問題

は解決する。補助金とは２大林業事業とは別として、州が主体的に行うべきである。しかし、涼

山州でやるのは難しい。 
- 日本人は２年間経過し、漸く交流できるようになると思ったら、帰国してしまう。 
- プロジェクトの協力期間をのばし、治山の内容を増やすことを期待している。 
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